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介護保険条例一部改正（案）関係



和光市長寿あんしんプラン
（平成３０年度～３２年度）

第７期介護保険事業計画における

保険料設定の内容
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７５歳以上高齢者の増大
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和光市の人口の推計
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（2025） （2030） （2040）



＜第７期　基本方針＞

①コミュニティケア会議による生活課題（生活の自立を阻む身体的・精神的・経済的要因）
の解決に資する包括ケアマネジメント手法の定着

②予防前置主義に立脚した介護予防と重度化防止の徹底及び要介護認定の軽度から
中・重度まで全ての状態において疾病の重症化予防を含む在宅介護と在宅医療の連携を
強化

③2040年に向けて介護ニーズが急増することを見据え、元気高齢者を増やすための基盤
となる介護予防拠点の充実及び介護予防・日常生活支援総合事業の効果をさらに高める
地域互助力の強化

④認知症高齢者の全ての状態に対応するサービス提供基盤整備の推進と認知症初期集
中支援チーム等による支援体制の強化

⑤住まいの自立が困難な高齢者に対する住宅確保支援施策の充実と高齢者の居住安定
に係る施策との連携
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介護予防の効果（和光市）

また、５歳刻みの各年齢別
階層においても認定率は全
国を下回っている。とりわけ
80～89歳以上では、15%以
上低率となっている。

図表：年齢階級別認定率

図表　要介護（要支援）認定率の推移
本市では、Ｈ15より全国に先駆
けて実施している介護予防の効
果により要介護認定率は全国
平均、埼玉県平均と比較しても
低く安定している。第６期中
も10％を下回る水準を維持し続
けている。

特別給付等の投入効果

地域支援事業の効果

重症化予防の取組の効果

和光における自立支援型

マネジメントの効果等が顕著

に現れたと考察する
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居宅・施設・地域密着型サービスの利用者数と一人当たり単価

図表　居宅、施設、地域密着型サービス利用者数の推移
（月平均受給者数）

図表　居宅、施設、地域密着型サービス給付費割合の推移（月平均給付費）

【施設サービス】
この３年間で、利用者数は、ほぼ横
ばいで、割合は低下している。

【地域密着型サービス】
Ｈ18創設より着実に伸びており、利
用者及び割合も着実に伸びている。

【居宅サービス】
利用者はこの３年間では、
順調に伸びている。費用総
額も伸びているものの一人当たりコ
ストが低いため全体に占める割合は
低下している

【参考】
Ｈ28年度１人当り平均給付額
施設サービス：27.4万円
地域密着型サービス：18.2万円
居宅サービス：8.6万円

図表　サービス分類別利用者割合の推移
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図表　 　認定者数の推移（計画と実績の比較）

図表　 　要介護（要支援）認定者数の推計（自然体→予防後）

介護予防の効果と認定者推計
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要介護認定者推計

将来的な人口動向から要介護認定者を推計しております。
平成29年度と平成37年度の対比では、人数で491人増加、上昇割合
は134％となっております。 ９



和光市の独自施策

〇低所得者対策と居宅を中心としたサービスの充実

〇地域包括ケアの推進

◆
◆
グループホーム等家賃助成事業、　住宅改修支援事業　等　

◆
食の自立支援・栄養改善サービス費助成事業
　高齢者紙おむつ等購入費助成事業
　高齢者地域送迎サービス助成事業

◆
自立支援型ケアマネジメントの推進による定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスの効果　
　的活用　等

◆ （在宅におけるＩＣＴを活用した情報連携及び医療・介護連携　
　拠点の設置。運営）
◆
◆
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保険料の上昇要因と減少要因
•

•

•

•
22 →23

•

•

•

•

•

※保険料設定の基本的なこととして、３年間計画期間における要介護
認定者数の推計等から的確な事業量を算出し、過大見積もりや過小
見積もりにならない保険料設定にすることが大原則である。 １１



※介護予防等の実績からの成果となった 繰入

及び

• 4 228 4,598 370
 4,292

306

H24 H26

H27 H29

6,771
※第6期計画期間・平成37年度等における介護保
険の第一号保険料及びサービス見込み量について
（厚生労働省）より

和光市の第７期保険料（案）
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